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非欠損コアを有する導波路型偏波変換器
WAVEGUIDE POLARIZATION CONVERTER CONSISTING OF A CORE WITHOUT A DEFECT
SECTION
力久　祐太
Yuta RIKIHISA
指導教員 山内 潤治
法政大学大学院理工学研究科電気電子工学専攻修士課程
A polarization converter of a silicon waveguide is analyzed by the imaginary-distance beam-
propagation method based on Yee's mesh and the nite-dierence time-domain method. It is
revealed at a wavelength of 1.55 m that the polarization conversion length is 15 m with an
insertion loss of 0.47 dB. An extinction ratio of more than 20 dB is obtained over a wavelength
range of 1.54 to 1.56 m.
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1. はじめに
偏波変換器は, アイソレータや偏波無依存回路の構
築に必要不可欠な素子であり, 構造に非対称性を持た
せることによって生じる直交モードの励振を利用して
いる. 文献 [1]ではL字型,文献 [2]ではシングルトレン
チ型の変換器が検討されており, 導波路コアの一部を
欠損させることにより非対称性を生じさせていた. こ
れらの変換器は, 短い偏波変換長でデバイスを構成で
きるメリットがあるものの, コアを欠損させなければ
ならないため, 作製工程の煩雑化は避けられない.
これに対し, 金属ストリップを用いて非対称性を生
じさせた変換器 [3]-[5]が提案されている. これらの変
換器は,コアを欠損させずに偏波変換が達成されたもの
の, 誘電率が複素数となる金属を用いているため, 誘電
体のみで構成される変換器に比べ, 大きな損失を示す.
本論文では, 基板上に金属ストリップを配置した変
換器を提案する [6]-[10]. 提案構造は, 誘電体で構成さ
れた変換器と同等の損失を維持しつつ,コアを欠損させ
ずに偏波変換が達成されることを示す. 解析には, Yee
格子に基づく虚軸ビーム伝搬法 (虚軸 YM BPM)と
有限差分時間領域 (FDTD)法を用いる.
2. 本論
基板上に金属ストリップを配置した変換器の構造を図
1に示す. コア及び基板の屈折率をそれぞれnco = 3.476
(Si), nsub = 1.444 (SiO2)とする. 金属には Ag[11]を
使用し, Drude分散性媒質として扱う. コア幅 w co =
0.3 m, 高さ hco = 0.3 m, 金属ストリップ幅 wm =
0.4 mとする. コアと金属ストリップの間隔を sx , 金
属ストリップの厚さを tmと定義する. 設計中心波長を
c = 1.55 mとする.
図 1 構造 (a) 鳥瞰図 (b) 入出力導波路 (c) 変換導波路
(1) 構造最適化
はじめに, sx および tmを可変とし, 虚軸YM BPM
により, 固有モード解析を行い, 偏波変換が達成される
構造パラメータを算出する. 図 2に偏波回転角, 図 3に
偏波変換長の等高線図を示す. 図より, sx および tmを
調節することで, 偏波回転角が 90 となるパラメータ
の存在が確認できる. 具体的には, sx = 0.06 m, tm =
0.06 mとすることで, 偏波回転角は 90となり, 偏波
変換が達成される. このとき, 偏波変換長は 15 mと
算出される. 本論文では, 以上のパラメータを最適値と
する.
(2) 伝搬解析
つぎに, FDTD法を用いて伝搬解析を行う. 図 4に
波長 c = 1.55 mにおける伝搬界分布を示す. 図よ
り, 励振されたHy 成分は, 変換導波路を伝搬するにつ
れて, Hx成分へ変換されていることが見出せる. つま
り, TEモードから TMモードへの偏波変換が達成さ
れるといえる. この時, 消光比は 30 dB, 挿入損は 0.47
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図 2 偏波回転角の等高線図
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図 3 偏波変換長の等高線図
dBと算出される. これらの値は, 誘電体のみで構成さ
れる変換器の特性とほぼ同等である. また, 反射領域
(z = 0.0  0.5 m)における界成分がほぼ存在しない
ことも確認できる. これは, 本構造はコアを欠損させて
いないため, 入出力部と変換部での不整合を軽減させ
ることが可能であり, 接続面における界の反射が抑制
されることに起因している.
図 5に消光比および挿入損の波長特性を示す. 図よ
り, 波長  = 1.54  1.56 mの帯域にわたって 20 dB
以上の消光比を示すことが見出せる. また, この帯域に
おいて, 挿入損は 0.5 dB以下を維持している.
3. まとめ
基板上に金属ストリップを配置した偏波変換器の解
析を行った. sx および tmを可変とし, 虚軸YM BPM
を用いて固有モード解析を行い, 偏波変換が達成され
る構造パラメータを算出した. つぎに, 算出されたパ
ラメータを用いて, FDTD法によって伝搬解析を行っ
た. 基板上に金属ストリップを配置することで, コア
を欠損させること無く, 偏波変換が達成されることを
示した. また, 波長  = 1.54  1.56 mの帯域におい
て, 消光比は 20 dB以上, 挿入損は 0.5 dB以下の偏波
変換特性が得られることを明らかにした.
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図 4 伝搬界分布
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図 5 消光比および挿入損の波長特性
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